
２０２４年７月１１日（木）
日本郵政株式会社取締役兼代表執行役社⾧
令和臨調共同代表
人口戦略会議副議⾧

増田 寬也

人口減少問題対策を考える講演会

「人口減少といかに向き合うか～『消滅可能性都市』公表から１０年」
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大阪・京都・鎌倉の中枢都市のもとで、
戦国大名が城下町・門前町・寺内町
などの現代の都市配置の基礎構造を
形成

明治維新以後の
政治的・軍事的
な集中構造の
形成

復興・高度経済成長

による産業集積に伴
う一極集中

（出典）国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」（1974年）。
（注）ただし、1920年からは、総務省「国勢調査」、「人口推計年報」、「平成17年及び22年国勢調査結果による補間補正人口」、

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」により追加。値は日本の総人口（外国人含む）。

我が国の総人口の⾧期的推移と国土構造の変遷

（万人）

（年）

750万人程度

鎌
倉
幕
府
成
立

（1185年）
（1338年）

818万人

室
町
幕
府
成
立 （1603年）

1,227万人

江
戸
幕
府
成
立

（1716～45年）

3,128万人

享
保
改
革 （1868年）

3,330万人

明
治
維
新

(1945年)
7,199万人

終
戦

2050年
10,469万人

高齢化率 37.1%

2100年（中位推計）
6,278万人

高齢化率 40.0%

2120年（中位推計）
4,973万人

高齢化率 40.4%

2120年（高位推計）
7,062万人

2120年（低位推計）
3,587万人

（2010年）
12,806万人2008年にピーク

12,808万人
高齢化率22.1%

（2020年）
12,615万人

関西中心一極集中
江戸・大坂・京都

＋300諸侯ネットワーク 東京一極集中

１千年 250年 150年

2070年
8,700万人

高齢化率 38.7%
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○まち・ひと・しごと創生法（2014.11.28 施行）

◦第１条 目的

◦まち・ひと・しごと創生本部の設置
まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定ほか

○子ども・子育て支援法（2015.4.1 施行）

◦子ども・子育て支援基本指針の策定ほか

◦法の施行にあわせて内閣府に子ども・子育て支援本部を設置
→ こども家庭庁に移行（2023.4.1）

・人口の減少に歯止め
・東京圏への人口の過度の集中を是正

⇓
将来にわたって活力ある日本社会を維持

人口減少関連法律

２

［
 



３

・人口減少
・自然減

・社会減

・人口減少対応策

・自然減抑制策

・社会減抑制策

・縮小社会適応策

--

-

-



合計特殊出生率 ※OECD（2021年）
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「定常化戦略＝自然減抑制策」における論点

若年世代の「所得向上」、「雇用改善」が最重要

・結婚を願う男女の希望を叶えるためには、若年世代の「所得向上」や不安定な就労を解消する「雇用の改

善」が最重要の論点。

「共働き・共育て」の実現

・女性就労の「L字カーブ問題」は、出産を躊躇させる少子化要因であるとともに、女性のキャリア形成上の
障害となっており、人材活用の点でも大きな課題。

多様な「ライフサイクル」が選択できる社会づくり

・20代、30代は「人生のラッシュアワー」。年齢や環境に関わらず、学業や就労で多様な選択ができるよう、制

度や社会規範を見直していくことが必要。

若い男女の健康管理を促す「プレコンセプションケア」

・男女ともに加齢に伴い妊娠する力（妊孕性(にんようせい)）は低下。若い男女の選択を支えるためには、

「プレコンセプションケア（男女ともに性や妊娠に関する正しい知識を身に付け、思春期から生涯にわたっ

て健康管理を行うよう促す取組み）」の普及が重要。

安心な出産と子どもの健やかな成長の確保

・伴走型相談支援と経済的支援、産後ケア、地域産科医療の整備や出産費用（正常分娩）の保険適用に取

り組むべき。子ども虐待対策、ひとり親家庭（母子家庭）支援の抜本的拡充が重要。

子育て支援の「総合的な制度」の構築と財源確保

・子育て支援制度を一つの制度へ統合し、「総合的な制度」の構築を目指すべき。社会全体で支えていく「共

同養育社会」の視点から、税と保険料のバランスに配慮しながら、安定財源の確保に取り組むことが重要。

住まい、通勤、教育費など（特に「東京圏」の問題）

・東京一極集中を是正し、「多極集住型」の国土づくりを目指すとともに、東京圏が抱える深刻な問題の解決

を図ることは、避けて通れない課題。

出典：人口戦略会議 ５
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三大都市圏・地方圏の人口移動の推移

7
8

8
7

9
8

東京圏

転入超過数（東京圏）のピークは
1962年（39万人）

地方圏

転出超過数（地方圏）のボトムは
1961年（▲65万人）

東日本大震災
（2011年）

リーマンショック
（2008年）

（年）

バブル景気に伴う人口移動期

第一次石油ショック
（1973年） 第二次石油ショック

（1979年）
バブル崩壊
（1991年）

関西圏

名古屋圏

2000年以降の人口移動期高度経済成長に伴う人口移動期

新型コロナ感染爆発
（2020年） （東京圏）

2023年：
114,802人

（出典）：総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに国土交通省国土政策局が作成。値は日本人移動者数。

（注１）：上記の地域区分は以下のとおり。

（注１）：東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

（注１）：三大都市圏：東京圏、名古屋圏、関西圏 地方圏：三大都市圏以外の地域

〇東京圏への転入超過傾向は概ね継続しており、東京一極集中の構造は是正されていない。
○2020年からのコロナ禍により東京圏への転入超過は緩和傾向となったが、2023年には転入超過が拡大（114,802人）。

（関西圏）
2023年：
235人

（名古屋圏）
2023年：
▲13,586人

（地方圏）
2023年：

▲101,451人
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国土計画

法律

その他施策

背景

1985 1990 1995 2000 2010 2015 2020 2025年2005

2007 広域的活性化法
2014 まち・ひと・しごと創生法

1992 国会等移転法

1988 多極分散型国土形成促進法 2005 地域再生法
1987 総合保養地域整備法

1992 地方拠点法
1992 大阪湾臨海地域開発整備法

2018 地方大学・ 産業創生法

2015 地方拠点強化税制
2015 政府関係機関の地方移転

1988 国の行政機関等の移転

2019 移住支援金2008 ふるさと納税
2016 企業版ふるさと納税

2009 地域おこし協力隊

四次全総 21グランドデザイン 一次形成 二次形成 三次形成

• 多極分散型国土

• 一極集中の是正
• 多軸型国土構造の形成

• 多様な広域ブ
ロックの自立的
発展

• シームレスな
拠点連結型
国土

国土計画と東京一極集中是正・地方活性化に関する施策の変遷

2002 都市再生特別措置法
2002 構造改革特区法

2013 国家戦略特区法

2006 道州制特区推進法

2014 消滅可能性都市

《多極分散型国土形成》

《「特区」による活性化》

《地方分権改革》
《地方創生》 2024 二地域居住

促進法
（広活法改正）

2020～2022 コロナ禍

1990年代初頭～ バブル崩壊
2008～ リーマンショック

2011 東日本大震災1995 阪神・淡路大震災

• 対流促進型国土

• コンパクト＋
ネットワーク

（1987年） （1998年） （2008年） （2015年） （2023年）

2016 有人国境離島法

2021 デジタル庁 設置

2024 消滅可能性自治体
2021 東京オリンピック・パラリンピック

2024 能登半島地震

2012 総合特区法

2012 リニア中央新幹線着工

2014 立地適正化計画制度

2020 新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金

2023 地域公共交通の
リ・デザイン

2022 デジタル田園都市国家構想
総合戦略策定

（備考）国土交通省国土政策局 ７

一 一 一 一

ー



8

デジ田交付金説明資料

８

デジタル田園都市国家構想総合戦略関係施策の全体像 ラジ911.11丑田郡市桓l'!i<I員店

など

碑叩

〇 地方に仕事をつ＜る l 
・クローハル・スター トアッフ・アクセラレーションプロクラム（内閣府） ：19億円
・中堅・中小企文の負上けに向けた省力化等の大規模成長投資補助金（経産省）：1,000億
・スマート震文等先喘技術の問発・社会実装促進対策（農水省） ：38倦円
・全国の観光地・観光産Xにおける観光DX惟進事文（観光庁） ：11億円
・共創の場形成支援プロクラム（文科省） ：134億円の内数

〇 人の流れをつくる など 地

・テレワーク習及展問惟i”な （知務省） ： 3億円 方
・地域おこし協力討 （ぷを務省： 2匁円 の
・地方就惹希甲吝舌t主化甲文 （厚労省） ：6俗円 一‘
・地方大字・地t勅苺文創王フ内金 （内閣官房・内閣府） ：18億円 フゞ—

・人材確仔等支援助成金 、テレワークコース） （厚労省 ： 3億円 など
ノ
夕

゜
結婚・出産・子育ての希望をかなえる

・周産期医療対策m （厚労省） ：261億円の内数 告ヨ
・母子保阻デジタル化実証甲業 （こ家庁） ： 8億円
．妊婦に対する遠方の分娩取扱施設への交通貢及ひ宿泊費支援T文（こ家庁）：123億円の内数

を
下

・保育対策総合支援甲文費補助金（こ家庁） ：643億円の内数
・両立支援等助成金等（厚労省） ：202憶円 なと・ 夏

魅力的な地域をつくる
・子習苔用デシタル教科台の丹＼ （文科省 ：17佗円
・介譲サーヒス市文名生産性向上・協面化等支援市定（厚労省） ：351億円
・空き逐奴預託合支援市文 （国フ省） ：59侶円の内数
・窃流施設におlーるDX進迫尖証f文 （国ヲ省） ：15侶円
・脱炭，K型眉ば経済システム構築促迫T文 （哀硯谷） ：47億円の内数
• 四罪€合防人1n祁システムの整渭・運弔等 （内閣府） ：13億円の内数 など

置忍愕同雹問震＇ 9星可需門濯閂霊需開~．
〇 モデル地域ビジョン
・スマー トシティ実装化支援甲文（国交省） ： 3億円
・スーパーシティ構想等惟進甲文 （内閣府） ：10億円
・展山漁村振興交付金（農水省） ：84億円の内数
・地方創生に向けたSDGs推進T文（内閲府） ： 5偲円の内数
・地域脱炭累推進交1寸金（環頃省） ：560億円の内数 なと

1，を立億円

l デジタル実装の基礎条件整備 3.0兆円

〇 デジタル基盤整備

・尚度無線哀悦整備惟進市文（総務雀） ：65侵円
・携帯常話等エリア整渭予業（総務~) : 62倦円
・革新的情報通に技術（Beyond5G (6G)）基金甲文（社務省） ：349億円
・「常子国土基本図」の整渭•更新（国フ省） ：46イ釈円の内数
・マイナンハーカートの利用シーン拡大T文（デン庁） ： 3倦ゴ
・マイナンハーカート交1寸市文酉補助金（総務行） ：313保円
・地方公共団体情恕システムの標準化・辻通化の1佳進（紀務台） ：5,166憶円
・産~DXのためのテシタルインフラ整備市文（経産省） ：20億円
・自動運転等の先行実装のためのテシタルライフライン整備T文（経産省） ：127億円．

なと

〇 デジタル人材の育成・確保

・人材問発支援助成金によるテシタル人材育成（厚労省） ：626億円の内数
・教育訓練給1寸におけるテシタル分野の講座充実（厚労省） ：474億円の内数
・公的職文訓練におけるテシタル分野の訓練コースの設定促進等（厚労省） ：130億円
・地域テシタル人材育成・確保推進市x（経産省） ：21億円の内数
・山門聴文人材の忌新技能アップテートのための専修学校リカレント教育（リ・スキ
リング）推進甲文（文科省） ： 4億円
・先遵的人材マッチンクT菜（内閣官房 ・内閣府） ：20保円
・地域女性活躍推進交1寸金（内OO府） ： 3億円

〇 誰一人取り残されないための取組

・デジタル推進委員ホータルの整渭・運用 （テシ庁） ：4,804億円の内数
・テジタル、舌用支援推進T文 （中さ務省） ：21侶円
・障古者ICTサポート令合惟進T文 （厚労省） ：505億円の内数
・視聴宛陵山者1青訳提供施設の運営↑文 （厚労ti) : 21億円

〇 重要施策分野

なと

竿
226億

・地域公＃フ通面平浬持改筈市文（自動運転社会丈`装推進市文等）（国-::;tJ): 487億円の内数
・ナ字発新産文邑lj出フロクラム (START) （文H省, : 2om~の内数
・地域少子化対策担点推進フ1寸金 に 家庁） ：100硲円(J，，内数
• GIGAスクール運営芍援センター整哺弔文 (71.I省： 40ィgコ など



地方創生推進タイプ

地方創生拠点整備タイプデジタル実装タイプ

デジタル田園都市国家構想交付金

デジタル技術を活用し、地方の活性化や行政・公的
サービスの高度化・効率化を推進するため、デジタル
実装に必要な経費などを支援。

観光や農林水産業の振興等の地方創生に資する
取組などを支援。
• 地方版総合戦略に位置付けられた地方公共団体の自主的・

主体的な取組を支援（最⾧５年間）
• 東京圏からのUIJターンの促進及び地方の担い手不足対策

• 省庁の所管を超える２種類以上の施設（道・汚水処理施設・

港）の一体的な整備

地域産業構造転換インフラ整備推進タイプ

 デジタル田園都市国家構想の実現による地方の社会課題解決・魅力向上の取組を加速化・深化する観点から、
「デジタル田園都市国家構想交付金」により、各地方公共団体の意欲的な取組を支援。

産業構造転換の加速化に資する半導体等の
大規模な生産拠点整備について、関連インフラの
整備への機動的かつ追加的な支援を創設。

観光や農林水産業の振興等の地方創生に資する
拠点施設の整備などを支援。

書かない窓口 地域アプリ 遠隔医療 道の駅に隣接した観光拠点 子育て支援施設 スタートアップ支援拠点

大規模生産拠点
整備プロジェクト

プロジェクト
選定会議

選定

（備考）内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局、内閣府地方創生推進事務局・地方創生推進室

デジタル田園都市国家構想交付金
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